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研究成果の概要（和文）：東アジアの日本、韓国、台湾、香港を対象として、この 10 数年にわ

たって深化したホームレス支援の到達点を明らかにした。脱ホームレス支援がインナーシティ

の持続的な修復型再生を生み出し、残余の福祉・ハウジングと称される政策の隙間を、活動的

な NPO が補完した。福祉が取り組んでこなかった居住支援や就労支援を組み込んだ、中間施

設の運営や地域のセーフティネット再編に関連する事業の分析を行った。国際ワークショップ

を毎年開催し、政策提言もあわせて行った。  

 

研究成果の概要（英文）：The recent ten years of new homeless support initiatives in East 
Asia (Japan, Korea, Taiwan, and Hong Kong) have given us an insight on its achievements. 
Homeless support has produced an alternative rehabilitation-based regeneration model, 
in which energetic NGOs have filled the gaps of residual welfare and housing policy 
shortcomings. We have analyzed projects on local safety-net rebuilding and unique 
transitory housing initiatives. These projects have added an extra dimension of housing 
and job support to the existing welfare schemes. By means of organizing international 
workshops every year, we have also formulated suggestions for enhanced social policies. 
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代後半より、本研究集団が取り組
んできた日本のホームレス支援は、同時多発
的に 1998 年ごろから韓国、香港、台湾でも
生まれてきた。いずれの地域においてもホー
ムレス支援は、欧米の支援施策の系譜とは大
きく異なり、既存の福祉や住宅、就労施策か
らは残余の、あるいは政策対象外として置か

れてきた。支援現場が手探りでかつ果敢にこ
のホームレス問題に取り組み、こうした営為
に対して本研究集団はたえず現場の最前線
に出向きながら、国内やこの 3 国・ 地域を
中心に学術的にかつ施策支援の客観的なデ
ータ分析、そして社会への広報をさまざまな
手段でつとめてきた。 

ホームレス支援、正確に言えば脱ホームレ
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ス支援は、路上での「アウトリーチ支援」→
中間施設を利用した「中間施設入所支援」→
「中間施設内支援」→「住宅入居支援」→「ア
ウトリーチ支援」といった段階毎の支援の進
行から成り立っている。こうした支援に対し
て、2001 年度科研から継続的に、アウトリ
ーチ支援からアフターケア支援の進行に従
って、一つ一つの支援に対応した調査研究を、
東アジアの諸都市を対象にして行ってきた。 

本科研を企画する段階において、この支援
の進化段階が最も進んだ、アフターケア支援
が進行する地域、特に韓国や日本においては、
低家賃住宅が集中する地域のある種の地域
の再生につながる現象が民間主導で展開さ
れ始めていた。支援の総体とそれがもたらす
空間的・地理的効果が、低家賃住宅が集中す
る地域のある種の地域の再生につながって
いることがわかってきた。もともと条件不利
な状況が集中しがちなインナーシティにお
ける低家賃住宅は、さまざまな形態で存在し
ている。こうしたエリアに対する再開発のプ
レッシャーは、特に韓国や香港では極めて高
く、同時に居住民にとってそれはクリアラン
ス＝ 立ち退きという困難な結果を生み出し
がちである。しかしこうした居住困難層がホ
ームレス支援を通じて再び都市コミュニテ
ィの中で地域の住宅資源を使用し始めるこ
とで、社会的条件不利なインナーシティのも
うひとつの再生（クリアランスではない）と
なる試みが、今緒についたのである。 

 
２．研究の目的 
本研究はこうしたホームレス支援から発

展してきたインナーシティのもうひとつの
再生に携わる、低家賃住宅不動産市場を巻き
込んだ社会企業的な発展に関するフィージ
ビリティ・スタディでもある。同時に研究メ
ンバーが、研究者と NGO との協働推進体制
をとる、もうひとつの都市の再生を実践する、
アカデミズムでは手つかずの領野でのアク
ションリサーチとしても構想されている。 

地域支援のアプローチと地域自立の地域
再生アプローチの可能性を、4 国・地域のそ
れぞれの独自性を考慮しながら、本科研の初
年度に設立した、東アジア包摂型都市ネット
ワーク会議を母体に、アカデミズムから政府、
在野での広範な体制を築き、多面的なインナ
ーシティの再生の可能性を考究することを
目的とする。 

 

３．研究の方法 
大きくは、人、居住、地域という 3 つのく

くりで 4 国・地域の支援の現状を明らかにし
た。大阪市立大学都市研究プラザが有するソ
ウル、香港、台北のサブセンターの担当者、
ネットワークと協働し、サブセンター側から
コンパイルされるデータや情報を、年度末に

開催する包摂型都市ネットワーク国際ワー
クショップで相互に共有する体制を取った。 

① 利用者調査、② NGO などの団体・組
織調査、③ 社会企業的動きと公的セクター
との関係の調査、④ もうひとつの再生のイ
ンパクトを測定する地域及び不動産業者等
への調査、⑤都市像の提案という観点からの、
包摂型都市づくりに関する都市論の構築お
よび比較研究、などから構成されている。そ
れぞれのインナーシティの自立的な再生を
めぐる長所、欠点の比較と、相互改善の提案
を行った。 

  
４．研究成果 
（１）誰がホームレスの人々なのか？ 
 ホームレス支援は路上生活者への支援を
基本とするために、4 国・地域ともこの路上
生活者の支援を行う団体の支援対象者がホ
ームレスの人々であるというスクリーニン
グがこの調査ではかかっている。いずれの
国・地域とも 1990 年代後半から、ホームレ
ス支援という形で支援を開始したが、10 数年
以上の支援の深化に伴い、対象とする人々の
ホームレス状況も大きく変化してきた。 
 まず、政府によるホームレスの定義が異な
ることである。韓国の場合には、路上生活者
のみならず、シェルターを中心とする中間施
設利用者もホームレスと定義するのに対し
て、日本、台湾、香港では路上生活者に限定
していることである。しかしいずれの国・地
域もホームレス支援が、路上のアウトリーチ
支援から、中間施設への入居支援、そして中
間施設内支援にその重点を移してきたため
に、支援対象者はアウトリーチを経ずに、中
間施設に入所した人も含まれることになっ
た。レファー（照会）型の支援と呼ばれる、
様々な相談窓口や病院、警察、矯正施設など
からのレファーにより入所する流れが大変
大きくなった。この流れの受け皿が、ホーム
レス支援団体の運営する中間施設となった
わけである。 
 しかしこの中間施設のボリュームは、国・
地域によって異なる。韓国はもともと政府の
定義により中間施設の入所者もホームレス
施策の対象者としたために、1998 年の IMF 危
機直後に一気に設置された施設数よりは減
少したものの、依然その数は多い。日本も
2002 年のホームレス自立支援法の制定後の、
ホームレス自立支援センターや、民間の無料
低額宿泊所の著増で、受入可能数は大きく増
えた。一方香港においては、内政総署管轄で
危険なベッドスペースやケージハウスとい
った狭小住宅からの立ち退きという形のホ
ームレス者の受け入れ中間施設が、限られた
量で供給された。IMF 危機後急増した路上生
活者に対しては、社会福利署が 2001 年「野
宿生活者を支援するための 3 ヵ年行動計画」



を実施し、新たな低額有料ホステルのための
助成金制度を作った。しかしその利用は一部
にとどまり、ホームレスシェルターも旧来型
の短期滞在の形態で細々と存在するにとど
まっている。台湾においては、民間委託の形
で中間施設が限定的に整備されたが、その数
は増えてはいない。同時に法的根拠のある中
間施設として、日本では生活保護法下の救護
施設、更生施設、韓国では浮浪人福祉法下の
浮浪人福祉施設がある。台湾では条例にあた
る各自治体の遊民補導辨法などに基づく遊
民収容施設がある。香港では存在しない。し
かしいずれの施設も、ホームレスが利用でき
る中間施設という位置づけにはなっていな
いことでは共通している。 
 このように、路上生活者としてのホームレ
スと、中間施設利用者としてのホームレスと
いう大きな二つの範疇が存在し、後者のウェ
イトが異なることからも、誰がホームレスの
人々か、という問いにも大きな違いが生じて
いる。特に中間施設のキャパシティが大きく
増大した日本の場合、ホームレスの人々の広
範囲化が著しく進んでいる。広義のホームレ
スと称しているが、路上生活者と広義のホー
ムレス調査の対象となる人々の属性が大き
く異なっていることも明らかとなった。韓国
でもその傾向が見られることは指摘されて
いる。しかしながら、香港や台湾ではそうし
た現象はそれほどみられていない。 
 日本では、路上から非路上のホームレス状
況の広範化が進んでいるとはいえ、路上生活
のホームレス問題は、その状況が都市空間で
可視化されることが多いので、ホームレス問
題の根幹をなし、またホームレス施策に影響
する要因であることには変わりはない。 
もともと 1990 年代後半のホームレス問題

の発現は、この可視化される場所が、都市の
繁華なところであったことから問題化され、
政策化された経緯がある。日本においては大
都市の比較的大きな公園のテント居住のシ
ーンであった。テント生活ではなかったが、
韓国や台湾では、中心駅や地下街、香港にお
いては観光スポットのど真ん中に立地する
文化施設での段ボール居住であった。日本で
は公園居住が激減したので、路上生活者の動
向が施策や社会的認知に影響を与えること
は少なくなったが、韓国ではソウル駅、台湾
では台北駅での段ボール居住の増減は、社会
の認知の波を生んでおり、ホームレス問題の
関心のバロメーターになっていることは事
実である。香港においては、文化施設での路
上生活問題が解消されて以降、当該問題の関
心は低いままである。 
 路上のホームレスの状況においては、調査
の仕方が韓国は中間施設入所者も含めてい
るが、日本、台湾、香港は可視調査で把握で
きる人のみを対象とするために、同じ条件で

の比較はできない。年齢、学歴、就労キャリ
ア、居住のキャリア、障がい、アディクショ
ンや、就労、収入、路上生活期間、路上以外
での居住状況のキャリア、といった項目は比
較可能である。 
東アジアの路上ホームレスの大きな特徴

は、比較的高年齢で、障がいやアディクショ
ンの率はそれほど高くなく、都市雑業的な仕
事に従事することによる収入がある程度あ
るというところに、欧米との大きな相違があ
ることである。またこの 4国・地域において
は、そうした大きな共通する特徴の中で、そ
れぞれの違いを見出すことができる。日本で
は、この東アジアの特徴を最も強く持ってい
るが、都市雑業的な仕事については、資源回
収に偏重しているところが目立っている。
「失業野宿者」の著増を 1998 年の IMF 危機
で経験した韓国では、比較的年齢は若く、ま
た中間施設利用者も調査対象としているた
め、障がいやアディクションの率は比較的高
くなっている。またホームレス施策利用者と
重合する部分もある、チョッパン居住者、日
本では簡易宿所、ドヤというものに相応する
が、こうした人々への施策も、ホームレス施
策と連動しながら展開しているため、ホーム
レス状況は、少々欧米型に近いところがある。
中国大陸から流入する「新移民」状況が圧倒
的な香港において、その流動性の高い部分が、
比較的若年の路上生活者を生み出している。
台湾とは住民登録や戸籍制度の違いもあり、
中国社会とはいえ、両地域でかなり異なる様
相を示している。中国都市では、インナーシ
ティでの都市雑業のボリュームが相対的に
も絶対的にも大きいので、就労、収入という
面でアクセスを閉ざされているわけではな
く、障がいやアディクションの問題と結びつ
いている面もあり、固定型、往還型の路上生
活者の存在が少々目立つ形となっている。 
 近年のホームレス状況や施策の変化は、各
国・地域の中間施設のありように影響され、
またこれは支援団体の性格の違いにも表れ
てくる。次節では、この中間施設をハウジン
グの観点から調査結果を紹介する。 
 
（２）ホームレスの人々へのハウジングのあ
り方 
 脱ホームレス支援が、狭小低家賃住宅や中
間施設をめぐるハウジング状況に、それぞれ
の国・地域で一定の影響を与えたことは、特
筆すべきことであった。その要因の第一は、
生活保護の住宅扶助などを原資とした家賃
支払いの流れが少々容易化したことである
（生活保護費の呼称は各国・地域で異なるが、
ここでは生活保護費として呼称する）。アフ
ターケア支援が進行し始め、地域の既設アパ
ートの利用が進み、特にインナーシティのハ
ウジングを活性化し始めたことである。第二



に、ホームレス支援対策費の政府からの補助
による公営、民営の中間施設が増加したこと
と、第三に、賃貸住宅の政府による買い上げ
などで、地域に散在する公営賃貸住宅制度も
導入されたことである。 
 各国・地域によって状況はかなり異なるが、
第一の傾向は、生活保護費を為替レイトで換
算すると 3倍ほど高い日本において著しく進
捗した。その他の国・地域においては、低い
生活保護費でまかなえる家賃水準の超狭小
低家賃住宅しかない状況となっている。その
場合には、韓国では、チョッパン（ドヤ）や
近年のコシウォン（考試院）、香港ではキュ
ビクルやベッドスペースアパート、台湾にお
いてはヤーファン（雅房）などとなる。いず
れも 3㎡から 8 ㎡ほどの狭さである。 
日本でもホームレス支援に 4㎡台の簡易宿

所の利用は見られるが、こうした超狭小低家
賃住宅は、従来から住宅市場の「最底辺」を
支えてきたが、日本を除き、他国・地域にお
いて、チョッパン、ベッドスペースアパート、
ヤーファンの居住環境の改善が進んだわけ
でなく、路上生活経験者の地域でのアパート
生活を送る上での最低限の住まいを提供し
ているに過ぎない実態であり、生活保護費の
低額さではこの水準でしか賃貸できない水
準と言えよう。因みに家賃は、韓国では 20
万ウォン～30 万ウォン＝2～3 万円（3～7 ㎡
台）、香港では 800～1500 香港ドル＝1～2 万
円（2 ㎡～4 ㎡台）、台湾では 4000～6000 台
湾ドル＝1.2～1.8 万円（3～7 ㎡台）レベル
である。日本の場合は簡易宿所、ドヤがこれ
に相当する 4㎡台後半の広さであるが、生活
保護の住宅扶助で、3 万円台から 6 万円台と
なり、設備環境はやや他国・地域よりは良い
とはいえるが、家賃水準だけで見ると狭小で
あることは否めない。 
 スペースだけでの比較をこうしたハウジ
ングの実態で行ったが、付け加えておかねば
ならないのは、こうした超狭小住宅に、家政
支援、生活支援（場合によっては就労支援）
も支援団体や大家を通じて織り込まれる状
況がホームレス支援のハウジング供給にも
たらしたユニークな性格であると言える。支
援付き住宅が、ホームレス支援のデフォルト
となりつつある。日本の場合には生活保護の
住宅扶助の上限額を得るためにはそれ相応
の設備改善が必要となり、12～15 ㎡台で、ト
イレ・バスの設置などが標準化されつつある。
生活保護費を利用した住宅更新が進むとい
う現象が生じている。韓国では、より進んで、
大韓住宅土地公社が優良賃貸物件を買い上
げ、10 年の有期で脱ホームレスした人々に低
家賃で提供し、20 ㎡台後半～30 ㎡台とゆと
りのある物件を提供している。ホームレス支
援団体の住込み支援も付加している高度な
支援の段階にまで達している。一種の買上公

営住宅であるが、一般の脱ホームレスで利用
される物件との格差の激しいことも事実で
ある。香港や台湾では住宅扶助の低額と政府
によるこうしたハウジング施策の不在によ
り、超狭小低家賃住宅以外の選択肢はほとん
どない。キッチントイレが専用となるタオフ
ァン（套房）の賃貸がひとつのカギとなるの
が台湾であるが、家賃が 7000～10000 台湾ド
ル＝2 万円～3 万円と、生活保護費だけでは
結構負担の大きい額となっている。 
 一方、中間施設の本格化について、公設に
ついては、日本ではホームレス自立支援セン
ター、韓国ではシムト（正式名はソウル市で
はタシソギ相談保護センター)として定式化
されたが、香港では、既存民間組織のシェル
ターのホームレス支援施設としての認定や
新規の低額有料ホステルの開業による委託、
台湾においてもほぼ同じやり方で進めてい
る。いずれも公設の場合には、一時通過施設
の色合いを濃くしており、個室は一部の事例
を除いてほとんどなく、相部屋、数ベッド（1
段、2段）、大部屋形式がそのほとんどとなっ
ている。ベッドひとつ、布団ひとつ、畳一枚
の広さ、2 ㎡前後である。しかし既存の中間
施設と大きく異なるところは、その出口が就
労機会の獲得による自立を達成目標とされ
ていることであり、3 分の 1 から半分近くは
そのような形での退所は果たしている。 
短期シェルターの色合いが大変強い公設、

あるいは政府からの補助金を受けている民
間組織運営の中間施設に対して、民間団体運
営の中間施設にはさまざまなバラエティが
あると言ってよい。とはいえ、こうした民間
運営の中間施設は、日本の無料低額宿泊所が
相当するだけともいえる。短期というよりは
1 年以上の中期滞在が標準になっており、場
合によっては長期化する場合もある。多くは
生活保護を利用料として利用しつつ、食堂で
の食事の提供を通じて支援対価を得ている。
7 ㎡台の相部屋から個室が中心であり、公設
の中間施設よりも居住環境は向上している。
もともと社員寮や学生寮、ワンルームマンシ
ョンなどの転換利用であり、都市内の立地も
悪くなく、空き住宅資源の再活であるともい
える。 
ただしこの宿泊所の設計自体が、日本の戦

後直後に規定されたものであり、1990 年代半
ばにはほとんど機能停止に追い込まれてい
たことを考えると、2000 年代はじめ、民間組
織のこうした制度のリバイバルは、意表を突
かれたものであるとともに画期的であった。
施設の物理的なガイドラインなどは自治体
ごとにバラバラで、基本的に公設の自立支援
センターのような継続的な予算措置はない
ので、社会保障の居住支援の欠落ともあいま
って、その運営基盤は脆弱である。ホームレ
スの居住支援の社会企業という側面も有す



るが、日本社会の認知は極めて低く、貧困ビ
ジネスという汚名を着せられがちである。 
 
（３）ホームレスの人々と地域の関係 
 脱ホームレスする人々の地域での受け皿
がこうした、超狭小低家賃住宅であることか
ら、この支援に関連する地域は、大都市の労
働者や低賃金の都市型産業の集積するイン
ナーシティが一般的である。韓国と香港では、
「貧困地域」とも呼ばれたりする。工業化や
消費産業化などに大量の労働力発生で、国内、
国外移民の受け皿となっていく都心部周縁
にはりついてゆく、あるいは公営住宅政策の
中で必然的にできあがった相対的に低収入
な人々の集住するインナーシティとして形
成された。日本と台湾ではさらに社会階層の
差異的な居住分化が、19 世紀以降の都市の形
成の中に織りこまれているという歴史的な
土地差別の系譜も重層する。こうしたインナ
ーシティが、不利地域を逆手に取って、今や
脱ホームレスの人々の受け皿地域となって
いる。 
 日本を除き、こうしたエリアへのクリアラ
ンス型の再開発プレッシャーは高いが、ホー
ムレス及び低収入の居住不安定層にとって
は、必要不可欠な都心近隣の居住空間でもあ
る。居住支援の NPO のホームレス支援を中心
とした組織、社会資源の相対的な集中もあり、
日本などではこうした居住支援のネットワ
ークを前提としたコミュニティワークの進
行が見られ、同時にハウジングの修復型更新
も行われるようになった。香港や台湾では
NPO や公的セクターの支援のセーフティネッ
トは徐々に整備されつつあるが、修復型の住
宅更新は、ハウジングの項でも述べたとおり、
進んでいる状況ではない。 
 こうした地域での安定した居住は、公的扶
助のみならず、低額であり不安定でもあり、
３K でもある中間的就労の提供が鍵となる。
日本や韓国では、1 年単位のプログラムであ
るが、居住支援や就労支援に携る支援団体へ
の補助金等が投下され、特に日本の地域福祉
に最も欠落していた部分が、ホームレス支援
により補われつつある。韓国の場合も社会的
企業の政府（中央、地方）をあげての支援に
より、有期の試みではあるが、社会的弱者、
生活困窮者という範疇での就労支援や住宅
修復事業などがいくつかの地域の拠点をベ
ースに根付き始めている。 
 台湾では、特に台北市役所のコミュニティ
ワーカーによる独創的な居住および就労支
援は、アフターケア支援と結びつく「遊民職
業・生活再建支援事業」の導入も注目に値す
る。残念ながら香港ではめだった活動はみる
ことができない。 
 紙数の制約もあり、支援団体の特質やその
運営内容、それぞれの国・地域の制度の実態

やその比較については触れない。 
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